
 地域の様々な課題に対応するため、ユビキタス技術を活用することによって、あらゆる歩行者が移動に関連する必要
な情報をいつでも どこでも手に入れることができる環境を街づくりの中に構築することが必要
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な情報をいつでも、どこでも手に入れることができる環境を街づくりの中に構築することが必要。

 地域の発意による、上記の様な街づくりを目指した地域の先進的な取組のうち、全国的課題の解決に資するもの、あ
るいは、多くの地域に共通する課題の解決に資するものについて、「モビリティサポートモデル事業」により、地方公共団
体等に対して支援する。得られた成果を全国的に水平展開することにより、ユビキタス技術を活用した移動支援システ体等に対して支援する。得られた成果を全国的に水平展開する とにより、 ビキタス技術を活用した移動支援システ
ムの普及を図る。 

地方公共団体地方公共団体

公共交通事業者 商工会議所等 
自動車依存
の地域構造 
中心市街地

身体能力に応じた最適ルートの提示 

観光協会 ＮＰＯ団体 
観光情報の提供 

大規模 
集客施設等管理者 

関係者
が連携

中心市街地
の衰退 

国際 国内交

地
域
の
様

 
○事業実施準備のための費用

実施主体 

が連携
しモビリ
ティをサ
ポート 

国際・国内交
流の増加によ
る活性化 

様
々
な
課 ○事業実施準備のための費用

○周知のための費用 
○情報提供の取組に係る費用 
○各種調査のための費用

施設・ショッピング情報の提供 
交通結節点における円滑な情報提供 

ユニバーサル
社会の形成
に向けたイン
フラづくり 

課
題 

総合的に支援

○各種調査のための費用
様々な課題に応用可能であるユビキタス技術等を活用し、 

あらゆる歩行者が移動に関連する情報を 
いつでも、どこでも入手できる環境を街づくりの中に構築 
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総合的に支援

「モビリティサポートモデル事業」 成果を全国に水平展開 
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地方公共団体を構成員に含む協議会から、ユビキタス技術（場所情報コード）を活用することによって、

事業内容の例

地方公共団体を構成員に含む協議会から、 キタ 技術（場所情報 ド）を活用する とによ て、
あらゆる歩行者が移動に関連する必要な情報をいつでも、どこでも手に入れることができる環境の構築
を目指した取組を募集（協議会設立予定であれば、応募時点で協議会が設立されていなくとも応募可。） 
事業内容 例

課題 ユニバーサル社会の形成 中心市街地の活性化 観光振興による地域活性化 課題 課題 

位置特定インフラ 歩行空間ネットワークデータ 

取組 取組 取組 

位置特定インフラ 

多言語による観光情報提供 地上地下のシームレスな案内 バリアフリールートの移動案内 

提案 

国土交通省 選定委員会
助言依頼 各地の協議会からの応募について、ユビキタス技術の

活用 先進性や汎用性 実施体制等を踏まえ 国土交第三者委員会

選定・ 
委託

国土交通省 選定委員会 
助言・意見 

活用、先進性や汎用性、実施体制等を踏まえ、国土交
通省に助言・意見 

第三者委員会 

委託調査として、１件当たり１，０００万円程度 
（事業実施準備のための費用 周知のための費用 情報提供の取組に係る費用 各種調査のための費用）
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委託

モビリティサポートモデル事業の実施 

（事業実施準備のための費用、周知のための費用、情報提供の取組に係る費用、各種調査のための費用） 



モビリティサポートモデル事業モビリティサポートモデル事業  実施スケジュール（予定）実施スケジュール（予定）  

公募開始 平成２１年３月３１日 ・地方自治体を構成員に含む協議会から応募 

応募締切

第三者委員会

５月１２日 ・各地の課題、実施内容、概算費用、実施体制等 

協議会からの応募について 有識者等から
第 者委員会
による 
助言・意見 

・協議会からの応募について、有識者等から
なる第三者委員会から国交省に助言・意見 

選定 ５月頃 
・委員会からの助言・意見を参考に国土交通
省がモデル事業を実施する協議会を選定 

協 議

委託契約 

デ 事業実施

６月頃 

平成２１年６月～

・実施計画書 
・四半期別必要経費内訳書 

協  議

モデル事業実施
平成２１年６月～ 
平成２２年３月 

・ユビキタス技術を活用した情報提供 
・効果測定・効果測定
・協議会開催 
・中間報告 
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成果物提出 平成２２年３月 


